
障害福祉サービス事業（短期入所）かえで利用契約書 

 

             （以下、「利用者」といいます。）と社会福祉法人足立邦栄会

（以下、「事業者」といいます。）は、事業者が利用者に事業者が利用者に対して提供する

障害福祉サービス短期入所について、次のとおり契約します。 

 

第１条（契約の目的） 

  事業者は、利用者に対し、障害者総合支援法令の趣旨にしたがって、障害福祉サービ

ス短期入所（以下、「短期入所サービス」といいます。）を提供し、利用者は、事業者に

対し、そのサービスに対する料金を支払います。 

 

第２条（契約期間） 

  この契約の契約期間は令和  年  月  日から利用者の介護給付費支給期間満了

日までとし、第１１条の契約の終了事由がない限り、短期入所サービスを利用できます。 

 

第３条（短期入所サービス計画） 

  利用期間が４日以上の場合、事業者は、利用者について、解決すべき課題を把握し、

利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、具体的なサービス

の内容等を盛り込んだ短期入所サービス計画（以下「サービス計画」といいます。）を

作成します。事業者は、サービス計画の作成及び変更に際してはその内容を利用者、

家族に説明し同意を得ます。 

  

第４条（短期入所サービスの内容） 

 １ 事業者は、サービス計画に沿って、利用者に食事、介護サービス、その他障害者総

合支援法令の定める必要な援助を提供します。また、サービス計画が作成されるまでの

期間も、利用者の希望、状況などに応じて、適切なサービスを提供します。 

 ２ 利用者が利用できるサービスの種類は、【重要事項説明書】のとおりです。利用者の

希望する個別のサービスについては、事業者は、利用者と協議の上、サービス計画に  

盛り込むように努めます。 

 ３ 事業者は、サービス提供にあたり、利用者又は他の利用者等の生命又は身体の保護

するためにやむを得ない場合を除き、身体拘束を行いません。 

４ 【重要事項説明書】に記載されていない利用者の希望するサービスについては、  

事業者は利用者及びその家族と協議の上、サービス計画に盛り込み、提供できるよう

に努めます。 

 

第５条（サービス提供の記録） 

 １ 事業者は、毎回のサービスの終了時に、利用者から書面によりサービス提供の確認

を受けます。 

 ２ 事業者は、短期入所サービスの提供に関する諸記録を作成し、契約終了後５年間は

保存します。 



 ３ 利用者は、月～金曜日の午前１０時から午後５時まで間に事務所にて、利用者に   

関する第３項の諸記録を閲覧できます。 

 ４ 利用者は、当該利用者に関する第２項の諸記録複写物の交付を受けることができ  

ます。 

  

第６条（利用料金） 

 １ 利用者は、サービスの対価として【契約書別紙】に定める利用単位ごとの料金を  

もとに計算された月ごとの合計額を支払います。 

 ２ 事業者は、当月の利用料金の合計額に明細書を添付して、翌月１０日までに利用者

に通知します。 

 ３ 利用者は、原則として前項の請求のあった料金を、当月の２０日までに事業者の  

指定する金融機関に振り込みにより支払います。 

 ４ 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に領収書を発行します。 

 

第７条（利用料金の変更） 

１ 事業者は、利用者に対して、介護給付費等給付体系の変更又はサービス体系に変更

があった場合、サービス利用料金の変更をすることができます。 

２ 利用者が、料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく【契約書別紙】を作成し、 

お互いに取り交わすこととします。 

３ 利用者が料金の変更を承諾しない場合には、この契約を解約することができます。 

 

第８条（利用開始前のサービスの中止） 

 １ 利用者は事業者に対し、サービス提供日の前日午後５時（前日が日曜日の場合は土

曜日午後５時）までに連絡することにより、料金を負担することなくサービス利用を

中止できます。 

２ 利用者が、正当な理由なくサービス提供の前日午後５時（前日が日曜日の場合は土

曜日午後５時）までに連絡せずサービスの中止を申し出た場合は、事業者は利用者に

料金の全部又は一部を請求することができます。この場合の料金は第６条に定める他

の料金との支払いと合わせて請求します。 

 

第９条（利用期間中のサービスの中止） 

 １ 利用者は、事業者に対して、前日の午後５時までに申し出ることにより、利用期間

中でも退所することができます。この場合の料金は実際の退所の日までの日数を基準

に計算します。 

 ２ 事業者は、利用者の体調が良好でなく、施設での生活に支障があると判断した場合、

利用期間中でもサービスを中止することができます。 

 ３ 第１項及び第２項に定めるもののほか、利用期間中に利用者が入院した場合、短期

入所サービスは終了となります。この場合の料金は入院日までの日数を基準に計算 

します。 

 



 

第１０条（相談・苦情対応） 

 １ 事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、この契約に関する

利用者の要望、苦情等に対し誠実かつ迅速に対応し改善に努めます。なお、苦情の    

申し立てによって、利用者が不利益な対応を受けることはありません。 

 ２ 次の事由に該当する場合は、利用者は事業者に対し、改善及び改善結果の報告を   

求めることができます。 

① 事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

② 事業者が守秘義務に反した場合 

③ 事業者が利用者や家族などに対して社会的な通念を逸脱する行為を行った場合 

 

第１１条（契約の終了） 

 １ 利用者は７日間の予告期間をおいて事業者に文書で通知することにより、この契約

を解約することができます。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、第１０条第２項に規定する事由に該当した場合は、利用

者は文書で通知することにより直ちにこの契約を解除することができます。 

 ３ 次の事由に該当した場合は、事業者は、利用者に対して、３０日間の予告期間を    

おいて文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約することができます。 

ただし、利用者が現にサービスを利用している期間中は除きます。 

(1)  利用者が事業者に支払うべきサービスの料金を正当な理由なく１か月以上遅延

し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず３０日以内に支払われない場合 

(2)  利用者又はその家族が、事業者や職員、または他の利用者に対して、この契約を

継続しがたいほどの重大な背信行為を行った場合 

(3)  やむを得ない事情により施設を閉鎖又は縮小する場合 

 ４ 利用者の短期入所サービスについての介護給付費の支給決定が取り消された場合、  

もしくは介護給付費支給決定期間終了に伴い介護給付費支給申請を行った結果、  

不支給となった場合、所定の期間の経過をもってこの契約は終了します。ただし、  

利用者の転居に伴い支給決定が取り消された後に、引き続き転入先の区市町村で支給

決定された場合は、必要に応じて契約変更で対応できることとします。 

 ５ 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

① 利用者が他の障害者支援施設等に入所した場合 

② 利用者が死亡した場合 

③ ６５歳を迎える誕生日の前日 

 

第１２条（秘密保持） 

 １ 事業者及び事業者の使用する者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及び 

その家族に関する秘密を正当の理由がなく第三者に漏らしません。この守秘義務は 

契約終了後も同様です。 

 ２ 事業者は、利用者又はその家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、第三者に  

対し、利用者やその家族の個人情報を提供しません。ただし、利用者の疾病の治療を  



迅速かつ円滑に行うため、情報提供書、看護記録等関係する情報には、利用者の申し立

てがない場合は同意があったものとして関係機関に情報提供を行います。 

 

第１３条（虐待等の禁止） 

事業所及びその従業者は、利用者に対し、以下のような身体的、精神的苦痛を与え、

人格を辱める等を行いません。 

 （1）殴る、蹴る等の暴力行為等で、身体にあざ、痛みを与える行為や、外部との接触を   

意図的、継続的に遮断する行為。 

 （2）食事を提供しない等、利用者自身の身体的・精神的状態を悪化させる行為。 

 （3）脅しや侮辱などの言葉や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的、情緒的   

苦痛を与える行為。 

 （4）性的な行為またはその強要等の嫌がらせをすること。 

 （5）利用者の合意なしに財産や金銭を使用し、利用者の希望する金銭の使用を理由なく  

制限する行為。 

 

第１４条（損害賠償） 

   事業者は、短期入所サービスの提供に伴って、事業者の責めに期すべき事由により

利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、利用者に対してその損害を  

賠償します。 

但し、利用者に故意または重大な過失がその利用者の置かれている心身の状況から 

相当と認められたときに限り、過失割合に応じてその損害賠償を減じることができる 

ものとします。 

 

第１５条（緊急時の対応） 

１ 事業者は、短期入所サービスの提供中に利用者の病状の急変が生じた場合その他 

必要な場合は、家族又は緊急連絡先へ連絡するとともに速やかにかかりつけ医に連絡

をとる等必要な措置を講じます。 

２ 短期入所サービス提供中に天災その他の災害が発生した場合、利用者の避難等の 

措置を講ずるほか、管理者に連絡のうえその指示に従うものとする。 

 

第１６条（連携） 

   事業者は、短期入所サービスの提供にあたり、保健医療サービス及び福祉サービス

を提供する者と密接な連携に努めます。 

 

第１７条（本契約に定めのない事項） 

 １ 利用者と事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。 

 ２ この契約に定めのない事項については、障害者総合支援法令その他諸法令の定める

ところに従い、双方が誠意をもって協議のうえ定めます。 

 

第１８条（裁判管轄） 



  この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は、利用者の住所 

地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。 

 

  

以上の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名捺印の上、各１通ず

つ所有するものとします。 

 

 

契約締結日   令和   年   月   日 

 

 

契約者氏名 

 事 業 者  

  事業者名  社会福祉法人  足立邦栄会 かえで（事業者番号 1312101254 ） 

        （指定障害者福祉サービス事業 短期入所） 

  住  所  東京都足立区皿沼２丁目８番８号   

  代表者名  理事長  新井 五輪子             印 

 

 

 利 用 者 

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

 

 代理人 ・ 立会人等   

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

 

 代理人 ・ 立会人等   

  住  所                      

 

  氏  名                      印 

 

  

 同意権者記載欄 



【 契 約 書 別 紙 】 

 １．利用料金 

（１）介護給付費（福祉型短期入所サービス費） 

① 基本料金（一日あたりの負担額）                      単位数×１１.２０ 

利用種別 介護度 単位数 
短期入所 

サービス費 
利用者負担額 

福祉型短期入所

サービス費（Ⅰ） 

区分 ６ ９２３単位 １０，３３７円 １，０３３円 

区分 ５ ７８４単位 ８，７８０円 ８７８円 

区分 ４ ６４８単位 ７，２５７円 ７２５円 

区分 ３ ５８３単位 ６，５２９円 ６５２円 

区分 １・２ ５０９単位 ５，７００円 ５７０円 

福祉型短期入所

サービス費（Ⅱ） 

区分 ６ ６０２単位 ６，７４２円 ６７４円 

区分 ５ ５２７単位 ５，９０２円 ５９０円 

区分 ４ ３１８単位 ３，５６１円 ３５６円 

区分 ３ ２４０単位 ２，６８８円 ２６８円 

区分 １・２ １７３単位 １，９３７円 １９３円 

※ 利用者負担額は、日単位で計算した短期入所サービス費の１割で、おおむねの額です。 

  但し、月額負担上限額については、区市町村長が定めた額となります。 

※ 福祉型短期入所サービス費（Ⅰ）は、日中の時間帯（昼食）を含むサービスを提供す

る場合の短期入所利用日の費用 

※ 福祉型短期入所サービス費（Ⅱ）は、日中の時間帯（昼食）を除くサービスを提供す

る場合の短期入所利用日の費用 

② その他の加算・減算 等 

下記の項目をご利用または対象となると、その分が基本料金に加算・減算されます。 

項 目 単位数 
利用者負担

額 
備考 

短期利用加算 
３０単位 ３３円  

利用日から１年間で 30 日まで 

重度障害者支援加算（Ⅰ） 

５０単位 ５６円  

区分６かつ行動関連項目１０点以上の者等を受け入れた場合 

※実践研修修了者作成の支援計画シート等に基づき、基礎研

修修了 者が支援を行った場合は、＋１００単位／日 

上記を満たした上で、行動関連項目１８点以上の者に対して、

中核人材養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき支

援を行った場合は、＋５０単位／日 

重度障害者支援加算（Ⅱ） 

３０単位 ３３円  

区分４以上かつ行動関連項目１０点以上の者等を受け入れた

場合 

※実践研修修了者作成の支援計画シート等に基づき、基礎研

修修了者が支援を行った場合は、＋７０単位／日。上記を満

たした上で、行動関連項目１８点以上の者に対して、中核人

材養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援

を行った場合は、＋５０単位／日 



地域生活支援拠点等の場

合の加算 

１００単位 １１２円  

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連

携調整に従事する者を配置している場合に、利用を開始した

日に加算 

加えて、平時から利用者の生活の状況等を把握するため、従

業者のうち、市町村及び基幹相談支援センター等との連携及

び調整に従事する者を一以上配置し、医療的ケアが必要な児

者、重症心身障害児者又は強度行動障害を有する児者に対し、

短期入所等を行った場合に、利用を開始した日について、更

に２００単位／日を加算 

集中的支援加算（Ⅰ） 

１，０００単位 １，１２０円  

強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的

支援人材が障害者支援施設、共同生活援助事業所等を訪問し、

集中的な支援を行った場合 

※３月以内の期間に限り１月に４回を限度として加算 

集中的支援加算（Ⅱ） 

５００単位 ５６０円  

集中的な支援が必要な利用者を他の障害福祉サービス事業所

又は障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集

中的な支援を行った場合 

※３月以内の期間について加算 

※加算（Ⅱ）を算定する場合は、加算（Ⅰ）も算定可 

医療的ケア対応支援加算 

１２０単位 １３４円  

福祉型短期入所サービス費を算定している短期入所事業所等

において、看護職員を必要とされる数以上配置した上で、医

療的ケア児者に対し、短期入所等を行った場合 

重度障害児・障害者対応支

援加算 

３０単位 ３３円  

福祉型短期入所サービス費を算定している短期入所事業所等

において、区分５若しくは区分６又は障害児支援区分３に該

当する利用者の数が当該短期入所事業所等の利用者の数に５

０％を乗じて得た数以上である場合 

医療連携体制加算（Ⅰ） 

３２単位 ３５円  

特別な医療的ケアを必要としない利用者に対して提供時間が

１時間未満 

医療連携体制加算（Ⅱ） 

６３単位 ７０円  

特別な医療的ケアを必要としない利用者に対して提供時間が

２時間未満 

医療連携体制加算（Ⅲ） 

１２５単位 １４０円  

特別な医療的ケアを必要としない利用者に対して提供時間が

２時間以上 

栄養士配置加算（Ⅰ） 
２２単位 ２４円  

常勤の管理栄養士又は栄養士１名以上 

栄養士配置加算（Ⅱ） 
１２単位 １３円  

管理栄養士又は栄養士を１名以上配置 

利用者負担上限管理加算 
１５０単位 ０円  

月単位で、ご利用者のみ 



 

食事提供体制加算 

４８単位 ５３円  

収入が一定額以下(生活保護受給世帯、市町村民税非課税世

帯、所得割１６万円未満)の利用者に対して、事業所が原則と

して当該施設内の調理室を使用して、次の①から③までのい

ずれにも適合する食事の提供を行った場合 

①管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託

可）又は、栄養ケア・ステーション若しくは保健所等の管理

栄養士又は栄養士が栄養面について確認した献立であること 

②利用者ごとの摂食量を記録していること 

③利用者ごとの体重やBMIを概ね６月に１回記録しているこ

と 

緊急短期入所受入加算

（Ⅰ） 

２７０単位 ３０２円  

家族の急病等により緊急で利用した場合 

７日間、上限１４日間 

定員超過特例加算 

５０単位 ５６円  

緊急短期入所を受け入れたことにより定員超過した場合、１

０日間。利用者全員について 

送迎加算（片道） 
１８６単位 ２０８円  

足立区内と事業所から概ね５km 圏内 

虐待防止措置未実施減算 所定単位数の１％を減算（施設入所支援事業の項目参照） 

身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の１％を減算（施設入所支援事業の項目参照） 

業務継続計画未策定減算 所定単位数の１％を減算（施設入所支援事業の項目参照） 

情報公開未報告減算 所定単位数の５％を減算（施設入所支援事業の項目参照） 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅰ）イ 
総単位数に１８．６％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅰ）ロ 
総単位数に１９．３％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅱ）  
 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅲ） 
総単位数に１６．５％を乗じた単位数を加算 

福祉・介護職員処遇改善 

加算（Ⅳ） 
総単位数に１４．２％を乗じた単位数を加算 

 



（２） 介護給付対象外サービスの利用料金 

サービス項目 サービス内容 金 額 

食 費 

朝食 ３５０ 円 

昼食・おやつ  ６７５ 円 

夕食 ４７５ 円 

水光熱費 水光熱に要する費用   ３２５ 円 

理美容代 希望する場合 ２，０００ 円～ 

※上記の食費は、食事提供体制加算対象外の方の金額です。 

※このほか、利用者の事情により必要となる日用品や嗜好品等は、実費をいただきます。 

※但し、食費・光熱水費については、所得に応じて補足給付があります。 

 

※食事提供体制加算(補足給付)対象者 

サービス項目 サービス内容 金 額 

食 費 

朝食 ２５４ 円 

昼食・おやつ  ２８４ 円 

夕食 ３０４ 円 

 

 

２．支払い方法 

当月分を 1ヶ月ごとに清算し、翌月 1０日までにご請求します。お支払いは、原則として

郵便局の自動口座引き落し、もしくは指定金融機関への振込みでお願いいたします。 

但し、これに寄り難い場合は、ご相談に応じます。 

 

 

３，キャンセル料金 

 正当な理由なくサービス提供の前日午後５時（前日が日曜日の場合は土曜日午後５時）

までに連絡せずサービスの中止を申し出た場合、又は連絡がなかった場合は、料金の全部

又は一部をキャンセル料としてお支払いいただきます。 


